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第６章 障害福祉サービス等の見込量 

 

 基本指針に定められている指標を参考に、本市における各障害福祉サービス、障

害児通所支援等、地域生活支援事業の令和９年度から 11 年度までの各年度の利

用者数や利用時間数等の見込量を定めます。 

 

 なお、原則として、実績に一定の増減が見られるものについては、令和３年度～

令和７年度の増減の平均値から見込量を算出しています。 

 また、実績等の増減の変動が少なく、今後も変動が少ないと想定されるものにつ

いては、令和６年度の実績または令和７年度の実績見込のいずれかを適用してい

ます。 

 各表中で単位を「人」としているものは、請求情報から数字を算出しているため、

1 人が複数の事業所を利用している場合は、それぞれカウントしている延べ人数で

す。 

 

 各項目は、「現状・課題」、「見込量の設定の考え方」、「見込量達成に向けた取り組

み」の構成とし、それぞれ本市の考えを記載しています。 

 

  

資料６ 
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（１）訪問系サービスの見込量 

サービス名 サービスの概要 

居宅介護 自宅で、入浴・排せつ・食事の介護等、日常生活上の支援を行うサービス 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由・知的障害・精神障害があり常に介護が必要な方に、入

浴・排せつ・食事の介護、外出時の移動支援等、総合的な支援を行うサー

ビス 

同行援護 
視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者の外出に同行し、移動

に必要な情報を提供するとともに、移動の援護等を提供するサービス 

行動援護 
知的障害・精神障害により行動に著しい困難のある方に、行動の際の危

険回避、その他の支援を行うサービス 

重度障害者等包括

支援 

常に介護を必要とし、その介護の必要性がとても高い方に、居宅介護等、

複数のサービスを包括的に提供するサービス 

 

 現状・課題 

 居宅介護事業所等では、ヘルパーの高齢化が進んでいることなどから、人材確

保が難しい状況にあります。 

 重度訪問介護の利用者は増加傾向にある一方、重度の肢体不自由のある人の

利用が大部分を占めており、重度の知的障害のある人等の利用は進んでいな

い状況です。 

 令和８年４月時点、行動援護の市内事業所は１カ所のみであり、支給決定者数・

サービス実績ともに少ない状況です。同時点で、行動関連項目１０点以上かつ

自宅で生活している人が１１１人いることから、訪問系サービスにおいて当該

対象者の特性を理解し、支援を提供できる人材が不足している状況がうかが

えます。 

 令和８年４月時点、同行援護の利用が多いと見込まれる重度視覚障害者（身体

障害者手帳１級・２級所持者）は５７５人いる一方、同行援護の市内事業所数は

８カ所にとどまっており、提供体制が限られています。 
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サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第７期／第３期実績 第８期／第４期見込量 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

居宅介護 
人 ４７７ ４５８ -    

時間 9,410 9,396 -    

重度訪問介護 
人 ２９ ２９ -    

時間 2,889 4,551 -    

同行援護 
人 ７５ ６６ -    

時間 1,264 1,132 -    

行動援護 
人 ３ ３ -    

時間 94 ４９ -    

重度障害者等包括

支援 

人 0 0 -    

時間 0 0 -    

（各年３月実績） 

 

■参考指標 令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

市内の重度訪問介護 
指定事業所数    

算定事業所数    

市内の同行援護 
指定事業所数    

算定事業所数    

市内の行動援護 
指定事業所数    

算定事業所数    

（各年３月時点の指定状況、実績は年間） 

 

 見込量の設定の考え方 

  

 

 

 

 見込量達成に向けた取り組み 

  

 

 

  



4 
 

（２）日中活動系サービスの見込量 

サービス名 サービスの概要 

生活介護 
常に介護を必要とする方に、日中活動の場を提供するとともに、入浴・排

せつ・食事の介護等を行うサービス 

自立訓練 

（機能訓練） 

身体障害者や難病患者等に、一定期間、身体機能の向上のために、必要

な訓練やその他の支援を提供するサービス 

自立訓練 

（生活訓練） 

知的障害者・精神障害者に、一定期間、日常生活能力の向上のために、必

要な訓練やその他の支援を提供するサービス 

宿泊型自立訓練 

居室その他の設備を提供するとともに、家事等の日常生活能力を向上さ

せるための支援、生活等に関する相談及び助言その他の必要な支援を提

供するサービス 

就労選択支援 

就労を希望する障害者本人と事業者が共同で能力や適性、強みや課題、

必要な配慮等について整理・評価（就労アセスメント）を行い、適切な一般

就労や就労系サービスにつなげるサービス 

就労移行支援 

就労希望の方に、一定期間、就労に必要な知識・能力の向上に必要な訓

練等を提供するとともに、一般就労への移行に向けた支援を行うサービ

ス 

就労継続支援 

（Ａ型） 

一般の事業所で働くことが困難な方に、主に雇用契約により働く場を提

供するとともに、一般就労への移行に向けた支援を行うサービス 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

一般の事業所で働くことが困難な方に、雇用契約なしで、職業訓練を中

心とした働く場を提供するとともに、一般就労への移行に向けた支援を

行うサービス 

就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障害者で、就労に伴う

環境変化により生活面の課題が生じている方に対し、相談や連絡調整

等、課題解決に向けて必要となる支援を行うサービス 

療養介護 
医療と常時の介護を必要とする方に、主に昼間において病院等で、機能

訓練、療養上の管理、その他必要な支援を提供するサービス 

短期入所（ショート

ステイ） 

一時的な諸事情により自宅での生活が困難な方に、短期間、夜間も含め

施設等で、生活の場やその他必要な介護等を提供するサービス 
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 現状・課題 

 令和７年に障害とくらしの支援協議会の通所送迎に係る課題整理のためのワ

ーキンググループが市内生活介護事業所を対象に行った調査では、少なくと

も１人の利用者について、事業所送迎を実施している事業所は約７割でした。 

 一方、通所に係る移動手段の確保については、移動支援ヘルパーの確保も含

め困難な状況にあると、障害とくらしの支援協議会や、サービス調整を行う相

談支援専門員から指摘されています。通所支援を確保する観点から、事業所

送迎の実施回数や対象者を広げる取り組みが必要です。 

 強度行動障害の状態にある人や、医療的ケアの必要な人が利用できる日中活

動系サービス事業所は限られている状況です。 

 主に身体障害のある人が、自宅での入浴が困難な場合に、自宅以外の場所で

入浴できる支援は限られています。 

 緊急時に短期入所を利用するケースが年に数件発生していますが、緊急時の

調整、ならびに平時からの備えについては、地域生活支援拠点等の整備の中

で、さらに強化・充実させていく必要があります。 

 特に強度行動障害の状態にある人や、医療的ケアの必要な人の緊急時の受け

入れ調整については、短期入所事業所に加え、日中活動支援サービス事業所

も含め、地域生活支援拠点等の面的整備の中で確保していく必要があります。

そのため、本人主体の視点で、目の前の支援にとどまらず、障害のある人の１

日を通した生活をアセスメントし、関係機関がチームとして支援する必要があ

ります。 
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サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第７期／第３期実績 第８期／第４期見込量 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

生活介護 
人 1,0７７ 1,069 -    

人日 19,327 19,675 -    

 

１  うち障害

支援区分５ま

たは６の人 

人 ６５９ ６５８ -    

人日 12,284 12,735 -    

 

２ うち医療

的ケアの必要

な人※１ 

人 ６１ ７０ -    

人日 ９７５ ９７０ -    

自立訓練 

（機能訓練） 

人 ４ ３ -    

人日 ６４ ５９ -    

自立訓練 

（生活訓練） 

人 ４６ ４３ -    

人日 676 ６２１ -    

宿泊型 

自立訓練 
人 ３ ３ -    

就労選択支援 人       

就労移行支援 
人 １２１ １０７ -    

人日 2,170 2,009 -    

就労継続支援 

（Ａ型） 

人 108 １１０ -    

人日 1,984 2,068 -    

就労継続支援 

（Ｂ型） 

人 ６３９ ６９０ -    

人日 9,136 10,425 -    

就労定着支援 人 ７５ ８７ -    

療養介護 人 ５８ ５８ -    

福祉型 

短期入所 

人 2６０ 2５２ -    

人日 1,316 1,252 -    

 

１  うち障害

支援区分５ま

たは６の人 

人 １４４ １３６ -    

人日 ６３３ ６４０ -    

 

２ うち医療

的ケアのある

人※１ 

人 ９ ９ -    

人日 ２９ ３２ -    

医療型 

短期入所 

人 １３ １１ -    

人日 ２３ ４８ -    

（就労選択支援は年間の実人数、その他サービスは各年３月実績） 

※１ 「医療的ケアの必要な人」とは、障害支援区分認定調査項目のうち、 

「特別な医療に関連する項目」のいずれかに該当している人をいう。 
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■参考指標 令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

生活介護支給決定者のうち 

「重度障害者支援加算」の対象者数 
人 人 人 

「横須賀市障害者地域サポ

ート事業」の交付を受けて

いる市内生活介護事業所数 

医療的ケア支援事業 カ所 カ所 カ所 

行動障害者支援事業 カ所 カ所 カ所 

「重度障害者支援加算」の算

定をしている市内事業所数 

生活介護 カ所 カ所 カ所 

短期入所 カ所 カ所 カ所 

利用者の７０％以上が、国の障害福祉サービス等報酬の

「送迎加算」を算定している事業所数 

（「指定障害福祉サービス処遇費扶助」で 570 円/回の算

定） 

カ所 カ所 カ所 

「送迎車両購入補助金」の実績 件 件 件 

「入浴支援加算」の算定をしている市内生活介護事業所数 カ所 カ所 カ所 

通所の自立に向けた支援を

している市内生活介護 

（「指定障害福祉サービス処

遇費扶助」で自立通所支援

を算定） 

事業所数 カ所 カ所 カ所 

対象者数 人 人 人 

件数 件 件 件 

短期入所における「緊急短期入所受入加算」の実績 件 件 件 

短期入所における 

「横須賀市緊急短期入所等受け入れ処遇費扶助」の実績 
件 件 件 

（各年３月時点の指定状況、実績は年間） 

 

 見込量・参考指標の設定の考え方 

  

 

 見込量達成に向けた取り組み 
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（３）居住系サービスの見込量 

サービス名 サービスの概要 

共同生活援助 

（グループホーム） 

主に夜間や休日に、共同生活を営む住居で、相談・入浴・排せつ・食事の介

護・その他の日常生活上の支援を提供するサービス 

施設入所支援 

施設に入所している方に、主に夜間に、入浴、・排せつ・食事等の介護・生

活等に関する相談、助言・その他日常生活に必要な支援を提供するサー

ビス 

自立生活援助 

障害者支援施設やグループホーム、精神科病院等から出て一人暮らしを

する方や、一人暮らしや同居家族の支援が見込めない方等に対して、定

期的な訪問を行い、生活面での課題はないか、体調に変化はないか確認

を行い、必要な助言や医療機関等との連絡調整を行うサービス 

 

 現状・課題 

 共同生活援助の事業所数は増加傾向にありますが、利用者の約６割は障害支

援区分２・３の人であり、重度の障害のある人の受入れが十分に進んでいませ

ん。バリアフリーやスプリンクラー等の設備面も含め、身体障害のある人や重

度の障害のある人に対応したグループホームが不足しています。 

 共同生活援助支給決定者数に対して、「重度障害者支援加算」の請求実績は少

なく、重度の障害のある人を受け入れている事業所においても、専門的な人

材の確保が十分でない状況がうかがえます。 

 グループホームで暮らす障害のある人が、ひとり暮らし等を希望する場合に、

共同生活援助事業所が行う自立生活支援を十分に提供できていない場合が

あります。共同生活援助は住まいを提供するだけでなく、本人の意向に基づ

き、生活の組み立てや自立生活に向けた支援を行う役割もあることから、支援

を推進し、希望する場合にはひとり暮らし等への移行を後押しすることで、共

同生活援助の枠組みを必要とする他の障害のある人へと住まいの機会が循

環するようにしていく必要があります。 

 本市においては、療養介護の対象者を重症心身障害者の認定を受けている人

に限定しているため、18 歳以降に同様の障害状態となるなど重症心身障害

者の認定のない人や、重症心身障害者の認定はないものの医療的ケアの必要

な人について、くらしの場の選択肢が少ない状況にあります。 

 障害者施設への入所待機者が数多くおり、市内施設の全てで待機が発生して

います。市内でくらしの場を見つけることができず、市外のグループホーム等

へ入居をする人がいます。 

 日中支援型グループホームの事業所数は、令和８年４月時点で市内２カ所あ

り、県内他市と比較して少ない傾向にあります。要因の一つとして、共同生活
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援助に係る共同生活住居の設備に関する基準を定める条例の影響（市の独自

基準で定員を少人数にしていること）が考えられます。 

 日中支援型グループホームは、障害のある人の高齢化・重度化に伴い常時介

護を必要とする障害のある人のくらしの場を確保するために創設された類型

です。他の類型と比較して人員配置が手厚いことから、地域資源としての必要

性も踏まえ、整備の方向性を検討する必要があります。整備を進める場合は、

障害とくらしの支援協議会等による評価により質の担保を図るとともに、障

害者支援施設と同様に「多様な体験の機会」を提供できるよう、日中活動を含

めた支援体制の調整等が必要です。 

 入所施設については、地域生活支援拠点等や障害とくらしの支援協議会等の

仕組みを活用し、①利用者の意思・希望の尊重、②地域移行を支援する機能、

③地域生活を支えるセーフティネット機能、④専門的支援や生活環境を支える

取り組みを、強化・充実させていく必要があります。 

 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第７期／第３期実績 第８期／第４期見込量 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

共同生活援助 

（グループホーム） 
人 ６０７ ６６３ -    

 １ うち障害支援

区分５ または６

の人 

人 １２２ １４４ -    

 ２ うち医療的ケ

アの必要な人 

※１ 

人 ８ ２ -    

施設入所支援 人 ３０８ ２９８ -    

自立生活援助 人 １ ２ -    

（各年３月実績） 

※１ 「医療的ケアの必要な人」とは、障害支援区分認定調査項目のうち、 

「特別な医療に関連する項目」のいずれかに該当している人をいう。 
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■参考指標 令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

共同生活援助支給決定者のうち 

「重度障害者支援加算」の対象者数 
人   

「重度障害者支援加算」の算定をしている市内共同生活援

助事業所数（再掲） 
   

「指定グループホーム入居

生活費扶助」交付事業所数 

行動障害者支援加算    

医療的ケア対応支援加算    

（各年３月時点の指定状況、実績は年間） 

 

 見込量の設定の考え方 

  

 

 見込量達成に向けた取り組み 
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（４）相談支援の見込量 

サービス名 サービスの概要 

計画相談支援 

障害福祉サービス等の利用の開始や継続に際して、障害者の心身の状

況、その置かれている環境等を勘案し、サービス等利用計画を作成するサ

ービス 

地域移行支援 

障害者支援施設に入所している方や、精神科病院に入院している精神障

害者等に対する住居の確保、地域生活に移行するための相談、その他の

支援を提供するサービス 

地域定着支援 

居宅において単身等の状況で生活する障害者と常時の連絡体制を確保

し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態に相談その他の支援を提供

するサービス 

障害児相談支援 

障害児通所支援の利用を希望する障害児に対し、その環境やサービス利

用に関する意向を反映した障害児支援利用計画案を作成し、一定期間ご

とにモニタリングを行う等の支援を行うサービス 

 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第７期／第３期実績 第８期／第４期見込量 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

計画相談支援 人 ３７２ ３３１ -    

地域移行支援 人 ２ 1 -    

地域定着支援 人 ０ 0 -    

障害児相談支援 人 ５３ １９ -    

（地域相談支援は年間、その他サービスは各年３月実績） 
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 現状・課題（５章抜粋して再掲） 

 障害児相談支援の約９割を横須賀市療育相談センターが作成しており、計画

相談支援の約３割を障害者相談サポートセンターが作成しています。 

 重度の障害のある人については、相対的に計画相談支援が提供されている傾

向にありますが、一定数セルフプランの人もいる状況です。精神障害のある人

は、セルフプランの割合が高い状況にあります。 

 支給決定者数の増加に対し計画相談支援の提供が追い付いていないことか

ら、計画相談支援の提供量を確保する取り組みを進める必要があります。 

 相談支援専門員は実務要件を要するため、計画的な確保・養成が必要です。 

 計画相談支援は支援のコーディネートを担い、チームアプローチの要となるこ

とから、提供量の確保に加え、質の確保・向上を図る必要があります。 

 相談支援事業所が安定的に運営できるよう、事業運営上の課題を踏まえた支

援を行うとともに、運営ノウハウの共有や伴走支援体制の整備により、相談支

援専門員への OJT を強化する必要があります。 

 

 

 見込量の設定の考え方 

  

 

 見込量達成に向けた取り組み 
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（５）障害児通所支援等の見込量 

サービス名 サービスの概要 

児童発達支援 
未就学の障害児に対して、日常生活における基本的な動作の指導、知識

技能の付与、集団生活への適応訓練等を提供するサービス 

医療型 

児童発達支援 

上肢、下肢または体幹の機能に障害がある児童に対する児童発達支援及

び治療を行うサービス 

放課後等 

デイサービス 

就学している障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中に、生活

能力向上のための訓練等を継続的に提供し、自立を促進するとともに、

居場所づくりを行うサービス 

保育所等訪問支援 

障害児が通う保育所等を訪問し、障害児の身体及び精神の状況並びにそ

の置かれている環境に応じて、障害児以外の児童との集団生活に適応す

ることができるよう、専門的な支援を行うサービス 

居宅訪問型 

児童発達支援 

重度の障害等があり、障害児通所支援を利用するために外出することが

著しく困難な障害児の居宅を訪問して発達支援を行うサービス 

福祉型 

障害児入所支援 

障害児を入所させて、保護、日常生活の指導及び自活に必要な知識や技

能の付与を行うサービス 

医療型 

障害児入所支援 

医療的なケアを必要とする障害児を入所させて、保護、日常生活の指導、

自活に必要な知識や技能の付与及び治療を行うサービス 

 

 現状・課題（５章抜粋して再掲） 

 ケアニーズの高い障害児等への支援を安定的に提供するため、支援体制の整

備・維持が必要です。 

 発達段階に応じた支援や、成人期への移行を見据えた支援（SST など）の充実

に加え、当該支援を提供できる人材の育成が必要です。 

 インクルージョンを推進するため、保育所等訪問支援による個別支援を充実さ

せる等により、保育・教育等の関係機関との連携を一層促進する必要がありま

す。 

 サービス事業所職員による相談援助等の保護者支援の強化・充実が必要で

す。 
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サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第７期／第３期実績 第８期／第４期見込量 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

児童発達支援 
人 ３２１ 348 -    

人日 2,733 3,402 -    

医療型児童発達

支援 

人 ５ １１ -    

人日 ２５ ６５ -    

放課後等デイサ

ービス 

人 ８８８ ９６１ -    

人日 10,549 12,592 -    

 うち重症心身

障害児または

医療的ケアの

必要な児童 

※１ 

人 ３０ ２９ -    

人日 ２９２ ２９６ -    

保育所等訪問支

援 

人 ３２ ２８ -    

人日 ３２ ３６ -    

居宅訪問型児童

発達支援 

人 0 0 -    

人日 0 0 -    

福祉型障害児入

所支援 
人 ２１ ２２ -    

医療型障害児入

所支援 
人 ６ ４ -    

（居宅訪問型児童発達支援は年間、その他サービスは各年３月実績） 

 

※１ 「重症心身障害児または医療的ケアの必要な児童」とは、 

 

 見込量の設定の考え方 

  

 

 見込量達成に向けた取り組み 

  

 


